
鳥取市戦没者慰霊祭事業補助金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は、社会福祉法人鳥取市社会福祉協議会（以下「市社協」という。）が実

施する戦没者慰霊祭事業補助金（以下「本補助金」という。）の交付について、鳥取市補

助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。

（補助対象事業）

第２条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、市社協が

行う別表第１欄及び第２欄に掲げる事業とする。

（補助対象経費等）

第３条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助率

は、別表第３欄及び第４欄に定めるものとする。

２ 補助事業者が消費税の課税事業者である場合、補助対象経費には仕入控除税額（補助

対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年

法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当

該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た

金額の合計額をいう。）を除く。

（補助金の額）

第４条 本補助金の額は、補助対象経費の合計額とし、関係書類の内容を審査したうえで、

予算の範囲内で市長が認める額とする。

（補助金の交付申請）

第５条 市社協は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金等交付申請書に規則第

４条第１号及び第２号で定める必要書類を添付して、毎年５月末日までに市長に申請し

なければならない。

２ 規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号に規定する書類は、様式第１号によるも

のとする。

（交付決定）

第６条 市長は、前条の規定により補助金の交付の申請を受けたときは、当該申請に係る

審査を行い、補助金を交付すべきと認めたときは、交付の決定をするものとする。

（補助金の交付）

第７条 市長は、市社協からの請求に基づき、補助金を交付するものとする。なお、規則

第１１条第１項ただし書により、本補助金の全部又は一部を概算払により交付できるも

のとする。

（実績報告）

第８条 本補助金の実績報告は、補助対象事業が完了した日から起算して３０日を経過す



る日又は交付決定の日の属する年度の翌年度の３月末日のいずれか早い日までに行わな

ければならない。

２ 前項の実績報告は、補助事業等実績報告書に規則第１２条第１号及び第２号で定める

必要書類を添付して、前項に定める期日までに市長へ提出しなければならない。

３ 規則第１２条の実績報告書に添付すべき同条第１号に規定する書類は、様式第１号に

よるものとする。

（雑則）

第９条 この要綱に定めるもののほか、本補助金について必要な事項は、福祉部長が別に

定める。

（軽微な変更）

第 10 条 規則第 9 条第 1 項の市長が別に定める軽微な変更は、次の各号に掲げる事項に該

当するもの以外のものとする。

⑴ 補助対象経費の 3 割を超える減額

⑵ 補助対象経費の増額

   附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２６年５月２６日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。

（経過措置）

２ この要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に交付申請のあったものから適用し、同

日前に社会福祉法人鳥取市社会福祉協議会に対する補助金交付要綱（平成１３年４月１

日制定）により、交付申請され、及び交付決定されたものについては、なお従前の例に

よる。

附 則

この要綱は、令和８年４月１日から施行し、令和８年度の事業から適用する。



別表（第２条、第３条関係）

１ 補助対象事業 ２ 事業内容 ３ 補助対象経費 ４ 補助率

戦没者慰霊祭事業 市内各地区遺族会等が実

施する戦没者慰霊祭の開

催

⑴ 慰霊祭の開催に関する

経費（事務、会場設営、

謝金及び食糧費（供物に

限る。））

⑵ 市内各地区遺族会の慰

霊祭開催に関する経費

⑶ その他市長が認める事

業に要する費用

１0/１0



様式第１号（第５条、第８条関係）

  鳥取市戦没者慰霊祭事業補助金交付要綱に対する援護活動補助金事業計画（報告）書

実施期間

    

交付決定の日 から    年  月  日（ ）

事業内容

消費税の取

り扱い

〔一般課税事業者 ・ 簡易課税事業者 ・ 免税事業者 ・特定収入割

合が５％を超えている公益法人 ・ 仕入控除税額が明らかでない一般

課税事業者〕

そ の 他


